
 

健健安第 2369 号  

 令和２年７月９日  

  

市内医療機関の皆様  

 

横浜市保健所長 田畑 和夫  

 

新型コロナウイルスのＰＣＲ検査等（行政検査）を実施する 

診療所等の受診体制整備事業について 

 

 日ごろから、横浜市の感染症対策に御協力いただき厚くお礼申し上げます。  

このたび、新型コロナウイルス感染症対策として、市民の皆様が身近な場所

でＰＣＲ検査等を受けられるよう、横浜市と契約を締結している（今後締結予

定も含む）診療所等に対して、院内感染防止に必要な施設整備等に係る費用を

横浜市が負担する事業を実施します。  

つきましては、別紙の事業説明資料により、事業内容を周知します。  

 

 

添付資料 

１ 診療所等受診体制整備事業について 

２ 申込前チェックリスト 

 
 
 
 

担当：横浜市健康福祉局健康安全課 

桑原、山脇（電話 671-2445）  



 

 

診療所等受診体制整備事業について 

 

 

新型コロナウイルスの行政検査（ＰＣＲ検査等）実施医療機関の拡大や適切な診療体制の確保等を目的と

して、検査を実施する診療所等に対して、適切な診療体制を整備するための施設整備費や備品購入費等を横

浜市が負担します。費用負担にあたり、医療機関と横浜市との間で施設整備等に関する協定書を締結しま

す。 

 

 

１ 対象となる医療機関 

行政検査として新型コロナウイルス感染症に係る検査を実施する医療機関のうち、「帰国者・接触者外

来と同様の機能を有する医療機関として横浜市が認めた医療機関」として、横浜市との間で「感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 15 条に基づく調査に関する事務契約書」を締結し

た医療機関（※） 

※締結手続き中、又は契約申込みを検討中の医療機関を含む 

※医療局が実施する「新型コロナウイルス感染症患者等の受入体制の緊急確保に伴う施設整備に関す

る協定書」による負担金を受ける医療機関を除く 

 

２ 締結する協定 

新型コロナウイルスに係る行政検査を実施する医療機関の診療体制確保に伴う施設整備等に関する協定書 

 

３ 負担金の対象 

(1) 新型コロナウイルス感染症患者等の診察を行う室又はエリアを確保するための施設整備費 

例：間仕切りや扉等の設置、パーテーション等の設置  

(2) 新型コロナウイルス感染症患者等の診察を行うための備品購入費 

例：簡易陰圧ブース、テーブル・椅子 等 

   ※ マスクやガウンなどの個人防護具類や手指消毒剤等の消耗品は対象外です。 

 

４ 対象期間 

   令和２年４月１日から 10月 15日までに終了する整備や備品購入（協定締結前も対象） 

 

５ 負担金額 

１医療機関あたり 100万円を上限で、対象経費の 10/10 

 

６ 事務要領 

   整備、購入の実績に応じて負担金を支払います。 

 

裏面あり 





診療所等受診体制整備事業の申込前チェックリスト 
 
本事業にお申込みになる前に、特に確認をお願いしたい点をピックアップしました。 
チェックを行ってから、お申込みくださいますようお願いいたします。 

 項  目 ☑ 
１ 

行政検査として新型コロナウイルス感染症に係る検査を実施する医療機関として、
横浜市との間で契約を締結しているか、もしくは契約手続き中であるか。 
 
※上記契約を締結することが本負担金の条件となります。本負担金を受ける場合で
契約がお済みでない医療機関は、別紙「新型コロナ感染症対策に関する唾液検体採
取の実施について（令和２年６月３日）」をご確認ください。 

□ 

２ マスク、ガウン、フェイスシールド、医療用グローブ等の個人防護具や手指消毒液
等の消耗品は対象外です。 
また、不動産賃料や備品のレンタル料金なども対象外です。 

□ 
３ 令和２年４月１日から令和２年 10 月 15 日までに終了する施設整備や備品購入が

対象です。期間後に完了する整備や期間後に納品される備品購入は負担金の対象外
となります。 

□ 
４ 負担金は１医療機関あたり 100万円が上限です。 

実際にかかった費用が 100万円未満の場合は、実際にかかった費用を負担します。 
また、負担金の請求は１回限りです。 

□ 
５ 施設整備や備品購入したことを実績報告していただく際に、金額や内訳、支払済で

あることを確認するために、「納品書」及び「領収書」が必要です。提出できない場
合は負担金の対象にできません。 

□ 
６ 

同一の整備や備品について、他の補助金、助成金又は交付金等の交付を受ける場合
は、本負担金を申請することはできません。 □ 

７ 
施設整備（改修）にあたっては、関係法令の適合を確認し、必要に応じて健康福祉
局医療安全課等の関係部署に相談してください。 □ 

８ 本負担金を受ける医療機関は、横浜市が運営する帰国者・接触者相談センターや区
役所等に受診先の相談があった場合に、ＰＣＲ検査実施可能な医療機関として医療
機関名を案内させていただきます（公表等は行いません）。 

□ 
 


